
用

5,000 円
委託料

計

1,925,000 

画

円

財
　
源

特定財源 0 0

係

0 0

一般財源 1,69

8

4 0 1,925 900

4

職員人件費　② 3,0

1

12 1,688 3,345 3,401

総事業費（①＋②） 4,706 1,688 5,270 4,301

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 都市基盤

基本施策 市

和

街地･住環境
施策体系

６

施策の内容 計画的な土

年

地利用

目
　
　
　
的

　都

度

市計画マスタープラン

評

に基づき、産業活

主
た

価

る
内
容

○依佐美地区（

）

産業系）における地区

刈

計画の
動の維持・発展

谷

や定住化促進を図るた

市

め、新 　決定
市街地を

事

創出する。
　　 

位
置

務

づ
け

関連計画 都市計画

事

マスタープラン

根拠法

業

令 都市計画法

対象者 地

評

元関係者、関係権利者

価

事業期間 平成２４年度

シ

～

実施方法 ■直営　■

ー

委託　□指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

４年度実績 ５年度実

部

績 ６年度実績 ７年度計

都

画

・地区計画素案作成

市

・関係機関調整 ・地区

政

計画案の作成 ・地区計

策

画の決定
　　地区計画

部

素案作成 　　17条縦

一

覧の実施
　　説明会の

般

開催 　　審議会での議

会

決
　　16条縦覧の実

計

施 　　都市計画決定の

拡

告示

　関係機関等と調

大

整を図り、地元説明会

市

から法16条縦覧まで

街

の都市計画の手続きを

地

終えることができた。

調

成果

　特になし。

課題

査

指標名称（単位）
実績

推

値 目標値

４年度 ５年度

進

６年度 ７年度 ９年度

成

事

果 産業が活発であると

業

思う市民の割合 94.

担

0 ― 94.6 94.7

当

94.8
指標 （％）

指

課

標
　刈谷市独自の事業

ま

である。
他市との
比較

ち

検証

づくり推進課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

目

　
ス
　
ト

単位：千円
４

担

年度 ５年度 ６年度 ７年

当

度 ６年度

（決算） （決

係

算） （決算） （予算）

土

事業費内訳

事業費　①

地

1,694 0 1,92

利

5 900 合計 1,92



計画係

8 4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

活発な産業活動を促進

和

するため、新市街地創

７

出に向けた
・法的業務

年

高い
取組の必要性は高

度

い。
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要
・市民生

令

活上必要である　など

和

　新市街地創出に向け

６

て、専門的な分野を事

年

業者へ委託す
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通
ることで効率的に事

価

業推進が図られており

）

適正な執行体制
効率性

刈

・執行体制の効率性 で

谷

ある。
・手段の最適性

市

　など

　総合計画や都

事

市計画マスタープラン

務

に位置づけた本市の
・

事

市が主体となって実施

業

する
高い

目指すべき都

評

市構造実現のため、市

価

が実施すべき事業であ

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか り、当該事業の推

ト

進は妥当性が高い。
・

（

総合計画との整合性　

様

など

　総合計画や都市

式

計画マスタープランに

２

記載の目指すべき

施策

）

への ・施策への貢献度

会

高い
まちづくりの方向

計

性に合致しているため

名

、施策への貢献度
・目

担

標達成度 は高い。
貢献

当

度 ・市民サービスへの

部

効果　など

今後の方向

都

性 □拡充　■現状維持

市

　□改善・効率化　□

政

縮小　□終期設定　□

策

休止・廃止

　本市が目

部

指す将来のまちづくり

一

の方向性を見据え、引

般

き続き、関係機関等と

会

連携を図りながら新市

計

街地の創出の検
討、調

拡

査を進めていく。 

大市街地

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

調

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

査

　
評
　
価
　
∨

推進事業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 土地利用



計

出に向け、民間事業者

画

との連携による北口駅

係

前周辺の土地活

用を検

8

討、課題や期待される

4

効果等を整理し、今後

1

の都市開発に向けた事業推進を図った。

《市有地等の有効活用》事業の手法や採算性など整備課題等を整理するとともに、計画立案・実施に向けて、民間事業者

と継続的な勉強会等を開催し、意見の集約を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 快適で便利な住環境が整備されていると思う市民の 82.1 ― 79.3 79.9 81.1
指標 割合（％）
活動 立地適正化計画改定進捗率（％） ― 48.0 100.0 ― ―
指標

《立地適正化計画の改定》立地適正化計画を策定した自治体は順次、計画の評価・改定を行う。
他市との 《市有地等の有効活用》刈谷市独自の事業である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,410 4,739 11,776 30,412 合計 11,775,890 円
報償費 76,800 円

財
　
源

特定財源 0 2,200 6,275 11,289 委託料 11,693,000 円
使用料及び賃借料 6,090 円

一般財源 1,410 2,539 5,501 19,123

職員人件費　② 4,518 9,591 11,149 9,800

総事業

Ｄ

費（①＋②） 5,92

　

8 14,330 22,

　

925 40,212

建

　

設
事
業

全体事業費（単

Ｏ

位：千円） 0 ６年度特

　

定財源名称

６年度まで

　

の累積事業費 0 都市構

∧

造再編集中支援事業費

　

補助金

８年度以降の事

　

業費見込 0 前年度繰越

実

金

　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市基盤

基本施策 市街

和

地･住環境
施策体系

施

６

策の内容 計画的な土地

年

利用

目
　
　
　
的

　総合

度

計画や都市計画マスタ

評

ープランで示す

主
た
る

価

内
容

○立地適正化計画

）

の改定
目指すべき都市

刈

構造の実現に向けて、

谷

都市計 ○市有地等の活

市

用方策の検討
画制度を

事

活用し、適正な土地利

務

用の誘導を図 〇都市計

事

画（地区計画等）の決

業

定
る。

位
置
づ
け

関連計

評

画 都市計画マスタープ

価

ラン

根拠法令 都市再生

シ

特別措置法、都市計画

ー

法

対象者 対象者を限定

ト

せず 事業期間 平成２７

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

　■委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 都

Ｂ
　
事
　
業
　

市

実
　
績

４年度実績 ５年

政

度実績 ６年度実績 ７年

策

度計画

・特定生産緑地

部

の指定 ・立地適正化計

一

画の改定 ・立地適正化

般

計画の改定 ・都市再生

会

整備計画
　　台帳等の

計

整理 　　計画の評価・

土

見直し方針 　　計画の

地

公表 　　1期計画の事

利

後評価
・用途地域の見

用

直し 　　の策定 （Ｒ5

計

繰越分） ・都市計画決

画

定図書作成
　　都市計

検

画審議会での議決 　　

討

・市有地等の有効活用

事

　　地区計画関連図書

業

作成
　　都市計画決定

担

告示 　　刈谷駅北口周

当

辺の土地活 ・震災復興

課

検討地区分析業務
　　

ま

用の検討 　　検討地区

ち

カルテの更新
（Ｒ6繰

づ

越分）
・市有地等の有

く

効活用
　　刈谷駅北口

り

周辺のまちづ
　　くり

推

構想の検討
《立地適正

進

化計画の改定》上位計

課

画との整合を図るとと

款

もに、法改正にあわせ

項

新たに防災指針等を定

目

め、居住や都市機能

成

担

果
の適正な誘導と公共

当

交通の充実を図ること

係

で持続可能なまちづく

土

りを推進することがで

地

きた。

《市有地等の有

利

効活用》刈谷駅北口周

用

辺の更なる賑わいの創



画係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　土

令

地の高度・有効利用や

和

緑地の保全など、都市

７

の健全な
・法的業務

高

年

い
発展及び良好な都市

度

環境の実現に向けた取

（

組の必要性は高
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 い。
・市民生活上必

６

要である　など

　適切

年

な土地利用を実現する

度

ため、専門的な分野を

評

事業者
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

へ委

）

託することで効率的に

刈

事業推進が図られてお

谷

り適正な
効率性 ・執行

市

体制の効率性 執行体制

事

である。
・手段の最適

務

性　など

　総合計画や

事

都市計画マスタープラ

業

ンに位置づけた本市の

評

・市が主体となって実

価

施する
高い

目指すべき

シ

都市構造実現のため、

ー

市が実施すべき事業で

ト

あ
妥当性 　べき事業で

（

あるか り、当該事業の

様

推進は妥当性が高い。

式

・総合計画との整合性

２

　など

　総合計画や都

）

市計画マスタープラン

会

に記載の目指すべき

施

計

策への ・施策への貢献

名

度
高い

まちづくりの方

担

向性に合致しているた

当

め、施策への貢献度
・

部

目標達成度 は高い。
貢

都

献度 ・市民サービスへ

市

の効果　など

今後の方

政

向性 ■拡充　□現状維

策

持　□改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

一

□休止・廃止

　本市の

般

目指す将来のまちづく

会

りの方向性を見据え、

計

引き続き、関係機関等

土

と連携を図りながら土

地

地利用に関する制
度の

利

運用を進めていく。

用計画検

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

討

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

事

　
評
　
価
　
∨

業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 土地利用計



計

1,727 0 合計 1,

画

727,000 円
委

係

託料 1,727,00

8

0 円

財
　
源

特定財源

4

0 0 0 0

一般財源 5,

1

610 3,751 1,727 0

職員人件費　② 30 31 32 0

総事業費（①＋②） 5,640 3,782 1,759 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

都市基盤

基本施策 市街

和

地･住環境
施策体系

施

６

策の内容 計画的な土地

年

利用

目
　
　
　
的

　都市

度

計画法第6条に基づき

評

、都市の現況及び

主
た

価

る
内
容

○開発状況の調

）

査
将来の見通しを定期

刈

的に把握するため、調

谷

査
を行い、計画の作成

市

や各種まちづくり施策

事

の
評価・分析などに活

務

用することで、健康で

事

文
化的な都市生活や機

業

能的な都市活動の確保

評

を
図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画 都市計画マスター

シ

プラン

根拠法令 都市計

ー

画法

対象者 対象者を限

ト

定せず 事業期間 昭和４

（

８年度 ～

実施方法 ■直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 都

Ｂ
　
事
　
業

市

　
実
　
績

４年度実績 ５

政

年度実績 ６年度実績 ７

策

年度計画

・建築物の用

部

途、構造、建築 ・土地

一

利用現況調査 ・開発状

般

況調査 　
面積、延べ面

会

積及び高さ調査 　
　
　

計

　　　―――――――

都

　必要な調査項目を調

市

査し、資料をとりまと

計

めることができた。

成

画

果

　特になし

課題

指標

基

名称（単位）
実績値 目

礎

標値

４年度 ５年度 ６年

調

度 ７年度 ９年度

活動 調

査

査進捗率（％）（調査

事

期間：令和3年度～令

業

和6年 57.7 88.

担

5 100 ― ―
指標 度）

当

指標
　県内市町村は、

課

愛知県都市計画基礎調

ま

査要綱に規定された同

ち

一の調査項目を調査し

づ

ている。
他市との
比較

く

検証

り推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
４

係

年度 ５年度 ６年度 ７年

土

度 ６年度

（決算） （決

地

算） （決算） （予算）

利

事業費内訳

事業費　①

用

5,610 3,751



画係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　都

令

市計画法第6条第1項

和

に基づき、都市計画に

７

関する基礎
・法的業務

年

高い
調査として実施し

度

ている。
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要
・市

令

民生活上必要である　

和

など

　都市計画法第6

６

条第1項に基づき、人

年

口規模、産業分類別
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
普通

の職業人口規

価

模、市街地の面積、土

）

地利用、交通量、その

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性 他の事項に関する

市

現況及び将来の見通し

事

についての調査を
・手

務

段の最適性　など 、概

事

ね5年ごとに行ってい

業

る。

　都市計画法第6

評

条第3項に基づき、必

価

要に応じた調査内容
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

について、県

ト

より依頼されて実施し

（

ている。
妥当性 　べき

様

事業であるか
・総合計

式

画との整合性　など

　

２

都市計画基礎調査を活

）

用し、まちづくりの検

会

討材料とす

施策への ・

計

施策への貢献度
普通

る

名

ことは、施策への貢献

担

がある。
・目標達成度

当

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

都

方向性 □拡充　■現状

市

維持　□改善・効率化

政

　□縮小　□終期設定

策

　□休止・廃止

　都市

部

計画基礎調査は、都市

一

計画法第6条で、おお

般

むね5年ごとに調査を

会

実施することが定めら

計

れ、都市計画法第13

都

条
第21条において都

市

市計画の策定とその実

計

施を適切に遂行するた

画

めの重要な調査として

基

位置づけられている。

礎

　したがって、都市計

調

画基礎調査で把握した

査

本市の現状や動向を、

事

まちづくりの検討に活

業

用していく。

担当課 ま

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

ち

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

づ

価
　
∨

くり推進課

款 項 目 担当係 土地利用計



年度 ７年度 ９年度

活動 景観れぽーと発行回数（回） 1 1 1 1 1
指標
成果 快適で便利な住環境が整備されていると思う市民の 82.1 ― 79.3 79.9 81.1
指標 割合（％）

　刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,123 786 1,410 1,431 合計 1,410,200 円
旅費 45,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,362,900 円
負担金、補助及び

一般財源 2,123 786 1,410 1,431 交付金 2,000 円

職員人件費　② 2,334 2,379 2,469 2,511

総事業費（①＋②） 4,457 3,165 3,879 3,942

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 市街地･住環境
施

和

策体系
施策の内容 まち

６

なみ・景観の充実

目
　

年

　
　
的

　良好な都市景

度

観づくりを推進するた

評

め、都

主
た
る
内
容

〇か

価

りや景観れぽーとの発

）

行、啓発
市景観に対す

刈

る市民意識の高揚を図

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

都市計画マスタープラ

事

ン、都市景観基本計画

務

根拠法令 景観法

対象者

事

市民 事業期間 平成４年

業

度 ～

実施方法 ■直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

４年度実績 ５年度

名

実績 ６年度実績 ７年度

担

計画

・かりや景観づく

当

り講座の開 ・かりや景

部

観れぽーとの発行 ・か

都

りや景観れぽーとの発

市

行 ・かりや景観れぽー

政

との発行
　催 　　Ａ3

策

サイズ2つ折、カラー

部

　　Ａ3サイズ2つ折

一

、カラー 　　Ａ3サイ

般

ズ2つ折、カラー
　　

会

開催日　10月15日

計

　　公共施設配架 　　

都

公共施設配架 　　公共

市

施設配架
　　場所　亀

景

城公園界隈
　　内容　

観

写真を通して景観
　　

推

　　　をとらえる
　　

進

参加者数　16人
・か

事

りや景観れぽーとの発

業

行
　　Ａ3サイズ2つ

担

折、カラー
　　公共施

当

設配架
　「にぎわいづ

課

くり」をテーマに、楽

ま

しむ人の姿やいきいき

ち

としたまちの様子を景

づ

観として広く啓発する

く

とともに、本市

成果
の

り

まちづくりへの取組に

推

ついても合わせて紹介

進

することができた。

　

課

景観啓発は、古いまち

款

なみを生かすといった

項

ような比較的大きな概

目

念から玄関先での緑創

担

出や建物等の形状や色

当

などに

配慮するといっ

係

た小さな取組まで様々

総

な概念が存在するため

務

、本市にあった景観啓

係

発について検討してい

8

く必要がある。
課題

指

4

標名称（単位）
実績値

1

目標値

４年度 ５年度 ６



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　景観意識の普及

令

、啓発など、住民の景

和

観まちづくり意識
・法

７

的業務
普通

の向上、良

年

好な景観形成の一助と

度

なる取組は必要である

（

。
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要
・市民生活

和

上必要である　など

　

６

景観の概念が幅広く、

年

訴求力の高い効率的な

度

啓発のため
・コストの

評

節減、費用対効果
普通

価

には専門的な知識を有

）

する業者への委託は適

刈

正な執行体制
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 であ

市

る。
・手段の最適性　

事

など

　総合計画や都市

務

計画マスタープランに

事

位置づけられてお
・市

業

が主体となって実施す

評

る
高い

り、当該事業の

価

推進は妥当性が高い。

シ

妥当性 　べき事業であ

ー

るか
・総合計画との整

ト

合性　など

　総合計画

（

や都市計画マスタープ

様

ランに記載の景観意識

式

の

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

向上に向け

）

た普及啓発に必要な事

会

業であり、継続的に取

計

り
・目標達成度 組む必

名

要がある。
貢献度 ・市

担

民サービスへの効果　

当

など

今後の方向性 □拡

部

充　■現状維持　□改

都

善・効率化　□縮小　

市

□終期設定　□休止・

政

廃止

　今後も現取組に

策

よる景観啓発を継続し

部

つつ、市民や事業者等

一

の自主的な景観づくり

般

を促す取組などの検討

会

、調査を
進めていく。

計
都市景

Ｃ
 
　
Ｈ
 

観

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

推

∧
　
評
　
価
　
∨

進事業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 総務係

8 4 1



当

。

成果
　

　まちづくり

係

団体間の連携支援策や

都

まちづくり人材の発掘

市

、育成方策の検討が必

拠

要である。

課題

指標名

点

称（単位）
実績値 目標

係

値

４年度 ５年度 ６年度

7

７年度 ９年度

活動 ワー

1

クショップ等の参加延

1

べ人数（人） 745 1,184 305 ― ―
指標
成果 刈谷駅周辺は活気や魅力があると思う市民の割合（ 66.3 ― 66.2 ― ―
指標 ％）

　豊田市が類似した支援を実施している。
他市との 　近隣5市では、安城市と知立市が過去に類似の補助制度を有していた実績あり。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,300 1,349 1,461 0 合計 1,461,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,461,000 円

一般財源 1,300 1,349 1,461 0

職員人件費　② 2,635 2,762 2,867 3,725

総事業費（①＋②） 3,935 4,111 4,328 3,725

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 都市基盤

基本

和

施策 市街地･住環境
施

６

策体系
施策の内容 市街

年

地の整備・改善

目
　
　

度

　
的

　中心市街地の活

評

性化を推進する団体が

価

取り

主
た
る
内
容

　まち

）

づくり推進団体等の各

刈

種活動に要する
組むま

谷

ちづくり活動を支援す

市

ることで、中心 経費の

事

補助。
市街地のさらな

務

る魅力と回遊性の向上

事

、活気 〇補助率　2分

業

の1
とにぎわいの創出

評

を図る。 〇上限額　5

価

0万円

位
置
づ
け

関連計

シ

画 中心市街地活性化基

ー

本計画、中心市街地ま

ト

ちづくり基本計画

根拠

（

法令 刈谷市中心市街地

様

活性化推進団体補助金

式

交付要綱

対象者 商工会

１

議所ほか 事業期間 平成

）

１６年度 ～

実施方法 ■

会

直営　□委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 都市政策部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

４年度実績

般

５年度実績 ６年度実績

会

７年度計画

中心市街地

計

活性化推進団体に 中心

中

市街地活性化推進団体

心

に 中心市街地活性化推

市

進団体に 官民連携まち

街

なかにぎわい創
対し、

地

補助金を交付した。 対

活

し、補助金を交付した

性

。 対し、補助金を交付

化

した。 出支援事業へ移

推

行
・商人大学講座（刈

進

谷商工会 ・商人大学講

団

座（刈谷商工会 ・商人

体

大学講座（刈谷商工会

支

　議所） 　議所） 　議

援

所）
・ワークショップ

事

運営、イベ ・ワークシ

業

ョップ運営、イベ ・ワ

担

ークショップ運営、イ

当

ベ
　ント企画運営（刈

課

谷駅前商 　ント企画運

ま

営（刈谷駅前商 　ント

ち

企画運営（刈谷駅前商

づ

　店街、ＮＰＯ法人ま

く

ちづく 　店街、ＮＰＯ

り

法人まちづく 　店街、

推

ＮＰＯ法人まちづく
　

進

りかりや） 　りかりや

課

） 　りかりや）

　まち

款

づくり団体の各種活動

項

を支援することで、中

目

心市街地のにぎわいを

担

創出することができた



当

Ｃ
　
事

係

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

都

：千円
４年度 ５年度 ６

市

年度 ７年度 ６年度

（決

拠

算） （決算） （決算）

点

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 21,523

8

20,757 22,5

4

66 22,724 合計

1

22,566,092 円
需用費 146,300 円

財
　
源

特定財源 915 3,365 3,718 4,121 役務費 3,392 円
委託料 20,611,000 円

一般財源 20,608 17,392 18,848 18,603 使用料及び賃借料
1,805,400 円

職員人件費　② 2,334 2,578 4,061 4,859

総事業費（①＋②） 23,857 23,335 26,627 27,583

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 （国）デジタル田園都市国家
構想交付金、地域交流施設使

８年度以降の事業費見込 0 用料、行政財産目的外使用料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 都市基盤

基本

和

施策 市街地･住環境
施

６

策体系
施策の内容 市街

年

地の整備・改善

目
　
　

度

　
的

　刈谷駅周辺のま

評

ちのにぎわいの創出と

価

とも

主
た
る
内
容

　指定

）

管理者による刈谷駅北

刈

地区地域交流施
に、地

谷

域の連帯及び交流の促

市

進を図る。 設の管理運

事

営等を行う。

位
置
づ
け

務

関連計画 中心市街地ま

事

ちづくり基本計画

根拠

業

法令 刈谷駅北地区地域

評

交流施設条例

対象者 施

価

設利用者 事業期間 令和

シ

３年度 ～

実施方法 ■直

ー

営　□委託　■指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

４年度実績 ５

部

年度実績 ６年度実績 ７

都

年度計画

・指定管理者

市

による管理運営 ・指定

政

管理者による管理運営

策

・指定管理者による管

部

理運営 ・指定管理者に

一

よる管理運営
等 等 等 等

般

　刈谷駅北口の交流施

会

設として、適切に管理

計

運営が行われた。また

刈

、指定管理者により自

谷

主事業や施設改善事業

駅

等が開催

成果
され、刈

北

谷駅周辺のにぎわいを

地

創出することができた

区

。

　だれもが使いやす

地

い施設となるよう、更

域

なる利用促進に向けた

交

方策の検討が必要であ

流

る。

課題

指標名称（単

施

位）
実績値 目標値

４年

設

度 ５年度 ６年度 ７年度

管

９年度

活動 指定管理者

理

による自主事業等の開

事

催回数（回） 17 16

業

21 40 40
指標
成果

担

施設利用者数（人） 4

当

3,544 59,24

課

8 75,946 85,

ま

000 100,000

ち

指標
　安城市（KEY

づ

 PORT）が類似施

く

設を有している。
他市

り

との
比較検証

推進課

款 項 目 担



係

ルミ
  検討   検討

8

　　関係団体等との調

4

整 　ネーションの実施

1

　　関係団体等との調整　 　　関係団体等との調整　　 （Ｒ5繰越分） ・都市再生推進法人の指定
・ＡＩカメラによる人流解析 ・公共空間の活用支援

　イルミネーションやマルシェ等のイベントを開催することにより、刈谷駅周辺の新たなにぎわい創出や回遊を生み出す

成果
ことができた。また、ＡＩカメラを活用した人流解析により、公共空間を活用したイベントの効果や課題を把握し、実施

可能範囲の拡大をすることができた。

　住民等が主体となったまちづくり活動の実現に向け、官民が連携し、エリアの将来像を定め、課題を解決することで、

エリア価値の維持向上を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 刈谷駅周辺は活気や魅力があると思う市民の割合（ 66.3 ― 66.2 66.5 67.0
指標 ％）
活動 公共空間を活用したイベントの開催回数（回） 5 11 28 27 28
指標

　≪イルミネーション実施主体≫知立市、豊田市及び豊橋市は実行委員会、岡崎市、東海市は観光協会が実
他市との 施している。
比較検証 　≪都市再生推進法人指定団体数≫岡崎市3団体、豊田市1団体、西尾市2団体、東海市1団体、豊橋市1団体

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

Ｄ

　
ト

単位：千円
４年度

　

５年度 ６年度 ７年度 ６

　

年度

（決算） （決算）

　

（決算） （予算） 事業

Ｏ

費内訳

事業費　① 28

　

,173 29,217

　

35,384 82,6

∧

33 合計 35,383

　

,500 円
委託料 3

　

5,383,500 

実

円

財
　
源

特定財源 3,

　

200 900 9,18

　

5 10,500

一般財

施

源 24,973 28,

　

317 26,199 7

　

2,133

職員人件費

∨

　② 4,969 6,292 9,716 14,173

総事業費（①＋②） 33,142 35,509 45,100 96,806

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 都市

令

基盤

基本施策 市街地･

和

住環境
施策体系

施策の

６

内容 市街地の整備・改

年

善

目
　
　
　
的

　刈谷駅

度

周辺の公共空間を積極

評

的に活用する

主
た
る
内

価

容

〇刈谷駅周辺イルミ

）

ネーションイベントの

刈

実
ことにより、活気や

谷

魅力を高め、市の玄関

市

口 　施
としてふさわし

事

い、にぎわいのある駅

務

前空間 ○公共空間の活

事

用、効果検証
の創出を

業

目指す。 ○刈谷駅周辺

評

における官民連携によ

価

るエリア
　マネジメン

シ

ト運営支援
〇まちづく

ー

りの担い手の発掘、育

ト

成

位
置
づ
け

関連計画 都

（

市計画マスタープラン

様

、中心市街地まちづく

式

り基本計画

根拠法令 都

１

市再生特別措置法

対象

）

者 対象者を限定せず 事

会

業期間 令和４年度 ～

実

計

施方法 ■直営　■委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 都市政策部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

会

年度実績 ５年度実績 ６

計

年度実績 ７年度計画

・

都

イルミネーションの実

市

施 ・イルミネーション

拠

の実施 ・イルミネーシ

点

ョンの実施 ・刈谷駅周

活

辺エリアプラット
　　

用

場所　刈谷駅北口周辺

推

　　場所　刈谷駅周辺

進

　　場所　刈谷駅周辺

事

　フォームの構築支援

業

　　点灯期間　11月

担

～1月 　　点灯期間　

当

10月～12月 　　点

課

灯期間　10月～1月

ま

・刈谷市中心市街地ま

ち

ちづく
・公共空間の活

づ

用 ・公共空間の活用 ・

く

公共空間の活用 　り基

り

本計画の改訂
　　刈谷

推

駅周辺でのイベント 　

進

　刈谷駅周辺でのイベ

課

ント 　　刈谷駅周辺で

款

のイベント ・刈谷駅地

項

域交流施設の内装
　　

目

開催　5回 　　開催　

担

11回 　　開催　28

当

回   整備及び運営
・

係

エリアマネジメントの

都

導入 ・エリアマネジメ

市

ントの導入 ・都市再生

拠

推進法人指定検討 ・市

点

制施行75周年記念イ


